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ＪＰＭ中小型株・アクティブ・オープン 
 

第 24 期 
運用報告書 （全体版） 

（決算日：2023年９月11日） 
 

受益者の皆様へ 
平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 
さて、「ＪＰＭ中小型株・アクティブ・オープン」は、去る９月11日に第24期の決算を行いました。 
当ファンドは、日本の中小型株式を実質的な主要投資対象とし、信託財産の中長期的な成長をはかること
を目的として、アクティブ（積極的）な運用を行います。当期につきましてもそれに沿った運用を行いました。
ここに、運用状況をご報告申し上げます。 
今後とも一層のご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。 
 

当該投資信託の概要と仕組み 
商品分類 追加型投信／国内／株式 

信託期間 無期限 

運用方針 
マザーファンドを通じて日本の中小型株式へ投資を行うことにより、信託財産の中長期的な成長をはかる
ことを目的として、積極的な運用を行います。 

主要投資 
(運用)対象 

当ファンド ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド受益証券 

マザーファンド 日本の中小型株式を主要投資対象とします。 

組入制限および 
運用方法 

当ファンド 
ファミリーファンド方式により、マザーファンドを通じて運用を行います。株式への
投資には、制限を設けません。外貨建資産への実質投資割合は、信託財産の純
資産総額の30％以下とします。 

マザーファンド 

主要投資対象である日本の中小型株式の中から、成長性があり、かつ株価が割
安と判断される銘柄を中心に投資します。銘柄の選定は、運用チームが行う企業
取材に基づくボトムアップ・アプローチ方式で行います。株式への投資には、制限
を設けません。外貨建資産への投資は、信託財産の純資産総額の30％以下とし
ます。 
企業取材とは、企業訪問、企業来訪、電話取材等を通じて、企業の情報を得ることをいいます。 
ボトムアップ・アプローチとは、経済等の予測・分析により銘柄を選定するのではなく、個別企業の調査・分析から銘柄
の選定を行う運用手法です。 

分配方針 
毎年１回(原則として９月10日)決算日に基準価額水準、市況動向、残存信託期間等を勘案して、分配金額
を決定します。ただし、必ず分配を行うものではありません。 

 
（注） 当報告書における比率は、表示桁未満四捨五入です。 

（注） 「ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」は「中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」または「マザーファンド」ということがあります。 
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○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ラッセル野村中小型インデックス 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額  

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

（ 配 当 込 み ） 
（ベンチマーク） 

期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

20期(2019年９月10日) 13,591 0 △ 8.4 21,381 △ 8.3 98.7 － 4,189 

21期(2020年９月10日) 16,774 0 23.4 22,896 7.1 99.5 － 4,160 

22期(2021年９月10日) 22,435 0 33.7 29,158 27.4 99.1 － 4,411 

23期(2022年９月12日) 15,408 0 △31.3 28,147 △ 3.5 97.8 － 3,078 

24期(2023年９月11日) 17,448 0 13.2 33,950 20.6 98.5 － 3,415 
 
（注） 当ファンドはマザーファンドを組入れますので、各比率は実質比率を記載しております。 

（注） 株式先物比率は買建比率－売建比率です。 

（注） ベンチマークは、設定時を10,000として指数化しています。 

（注） ラッセル野村中小型インデックスの知的財産権およびその他一切の権利は野村證券株式会社およびFrank Russell Companyに帰属します。なお、野村證券株式会社およびFrank Russell 

Companyは、当インデックスの正確性、完全性、信頼性、有用性、市場性、商品性および適合性を保証するものではなく、インデックスの利用者およびその関連会社が当インデックスを

用いて行う事業活動・サービスに関し一切責任を負いません(以下同じ)。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 ラッセル野村中小型インデックス 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

（ 配 当 込 み ） 
（ベンチマーク） 

騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2022年９月12日 15,408 － 28,147 － 97.8 － 

９月末 14,604 △ 5.2 26,611 △ 5.5 95.8 － 

10月末 15,127 △ 1.8 27,573 △ 2.0 95.7 － 

11月末 15,436 0.2 28,420 1.0 96.4 － 

12月末 14,532 △ 5.7 27,217 △ 3.3 96.3 － 

2023年１月末 15,105 △ 2.0 28,192 0.2 96.8 － 

２月末 15,199 △ 1.4 28,656 1.8 97.7 － 

３月末 15,329 △ 0.5 29,046 3.2 97.4 － 

４月末 15,527 0.8 29,852 6.1 96.8 － 

５月末 15,835 2.8 30,492 8.3 98.8 － 

６月末 16,971 10.1 32,397 15.1 98.5 － 

７月末 17,435 13.2 33,161 17.8 96.6 － 

８月末 17,649 14.5 33,664 19.6 97.7 － 

(期  末)       

2023年９月11日 17,448 13.2 33,950 20.6 98.5 － 
 
（注） 騰落率は期首比です。 

（注） 当ファンドはマザーファンドを組入れますので、各比率は実質比率を記載しております。 

（注） 株式先物比率は買建比率－売建比率です。 

（注） ベンチマークは、設定時を10,000として指数化しています。 
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投資環境 
◎日本株式市場 

日本株式市場は前期末比で上昇しました。 
◆期首から2022年12月末にかけては、ウクライナ情勢などによる地政学的リスクの高まりがある中で、米国の物価上

昇や金融引き締めの動向、日本銀行による12月の政策修正などのマクロ環境に左右される相場展開となり、ボッ
クス圏で推移しました。 

◆2023年１月以降は、米国の物価動向や金融引き締めの動向に対する警戒感、米国の銀行破綻などによる調整局
面などもありましたが、東京証券取引所が資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応を要請したことや
海外投資家の日本株の買い越しなどもあり前期末比では上昇して期末を迎えました。 

※上記市場の動向は、TOPIX（東証株価指数）を使用しています。 

 

運用経過の説明 
◎基準価額等の推移 
○当ファンド：基準価額の騰落率は+13.2％となりました。 
○組入ファンド：マザーファンドの基準価額の騰落率は+15.1％となりました。 

 

  
（注） 基準価額は、信託報酬控除後です（以下同じ）。 

（注） ベンチマークはグラフの始点の日の値が基準価額と同一となるように指数化しています。 

 

◎基準価額の主な変動要因 
マザーファンドの受益証券を高位に組み入れた結果、マザーファンドにおいて、中長期的に独自の成長力を持つと

判断して投資を行った企業の株価が上昇したことが基準価額の上昇要因となりました。 
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◎ポートフォリオについて 
○当ファンド 

マザーファンドの受益証券を高位に組み入れました。 
○マザーファンド 

独自の成長戦略を持ち、市場で成長性が十分に認知されていないと思われる銘柄の発掘に注力しました。着目点
としては、構造的な成長が期待できる IT サービス、テクノロジー、新興国の成長などの分野に注目し、投資を行い
ました。 
 

◎ベンチマークとの差異 
○当ファンド 

ベンチマークの騰落率は+20.6％となり、ファンドの騰落率はベンチマークの騰落率を下回りました。 
○マザーファンド 

ベンチマークの騰落率は+20.6％となり、ファンドの騰落率はベンチマークの騰落率を下回りました。 
△主なプラス要因 

半導体後工程装置であるダイサやグラインダを扱う「ディスコ」、シャッター国内最大手の「三和ホールディング
ス」、焼肉やラーメンなどの外食チェーンを運営する「物語コーポレーション」などの株価が上昇したこと。 

▼主なマイナス要因 
FA（ファクトリーオートメーション）・金型部品の専門商社である「ミスミグループ」、美容室専用ヘアケア商材メー
カー大手の「ミルボン」、福利厚生サービスの国内大手である「ベネフィットワン」などの株価が低迷したこと。 

 

◎分配金 
基準価額水準、市況動向等を勘案し、無分配としました。留保益の運用については、委託会社の判断に基づき、

元本部分と同一の運用を行います。 
 

○分配原資の内訳  

 （単位：円、１万口当たり・税込） 

項 目 
第24期 

2022年９月13日～ 
2023年９月11日 

当期分配金 －  

(対基準価額比率) －％ 

 当期の収益 －  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 13,427  
 
（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 円未満は切捨てです。当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金と一致しない場合があります。 
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今後の見通しと運用方針 
◎今後の見通し 
◆日本株は海外投資家の買いに主導される形で急ピッチで上昇したため、短期的な調整リスクは否定できないもの

の、より長期的には、日本企業の資本効率性の改善やコーポレートガバナンス改革の進展、継続的な賃上げの可
能性を織り込む形での上昇余地があると考えています。アベノミクス相場の初動と比較すると、海外投資家の買い
越し幅は限定的であり、買い余地は残されていると言えます。 

◆銘柄選択の観点からは、コロナ禍がもたらした経済や社会における構造変化から恩恵を受ける企業や、これまで
マイナス影響を受けて低迷していた業績の回復が期待できる企業の見極めが必要であり、企業業績の構造的な
変化と、循環的な回復の双方に目配りすることが重要だと考えます。 
 

◎今後の運用方針 
○当ファンド 

マザーファンドの受益証券を主要投資対象とし、信託財産の中長期的な成長をはかることを目的としてアクティブ
（積極的）な運用を行います。 

○マザーファンド 
日本の中小型株式を主要投資対象とし、信託財産の中長期的な成長をはかることを目的として、アクティブ（積極
的）な運用を行います。 
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○１万口当たりの費用明細 (2022年９月13日～2023年９月11日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 264  1.678  (a)信託報酬＝〔期中の平均基準価額〕×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (126)  (0.801)  投信会社 投資判断、受託会社に対する指図等の運用業務、目論見書、運用報告書等の開 
     示資料作成業務、基準価額の計算業務、およびこれらに付随する業務の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (121)  (0.768)  販売会社 受益者の口座管理業務、換金代金等の支払い業務、交付運用報告書の交付業務、 
     購入後の投資環境等の情報提供業務、およびこれらに付随する業務の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 17)  (0.110)  受託会社 信託財産の記帳・保管・管理業務、委託会社からの指図の執行業務、信託財産 
     の計算業務、およびこれらに付随する業務の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 4   0.026   
(b)売買委託手数料＝  

 （ 株  式 ） (  4)  (0.026)  有価証券の取引等の仲介業務およびこれに付随する業務の対価として証券会社等に支払われ
る手数料 

（c） そ の 他 費 用 4   0.025   
(c)その他費用＝  

 （ 監 査 費 用 ） (  3)  (0.022)  監査費用 信託財産の財務諸表の監査業務の対価として監査法人に支払われる費用 

 （ そ の 他 ） (  1)  (0.003)  その他  信託事務の処理等に要するその他諸費用 

 合 計 272   1.729    

期中の平均基準価額は、15,729円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。なお、売買委託手数料およびその他費用

は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含みます。 

（注） 各項目の円未満は四捨五入です。 

（注） 比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 

 

  

〔期中の売買委託手数料〕 

〔期中の平均受益権口数〕 

〔期中のその他費用〕 

〔期中の平均受益権口数〕 
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（参考情報） 

◯総経費率 

期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券

取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経

費率（年率）は1.71％です。 
 

  
（注） 当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注） 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 

（注） 各比率は、年率換算した値です。 

（注） 当ファンドの費用は、マザーファンドが支払った費用を含みます。 

（注） 上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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○売買及び取引の状況 (2022年９月13日～2023年９月11日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド受益証券 210,899 491,941 262,772 605,677 

 
（注） 単位未満は切捨てです。 

 

○株式売買比率 (2022年９月13日～2023年９月11日) 

 

項 目 
当 期 

中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド受益証券 

(a) 期中の株式売買金額 2,813,997千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 4,510,877千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.62   
 
（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2022年９月13日～2023年９月11日) 

 

該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 (2022年９月13日～2023年９月11日) 

 

該当事項はございません。 

 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 
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○自社による当ファンドの設定・解約状況 (2022年９月13日～2023年９月11日) 

 

該当事項はございません。 

 

○組入資産の明細 (2023年９月11日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド受益証券 1,406,577 1,354,704 3,442,440 
 
（注） 口数・評価額の単位未満は切捨てです。 

 

○投資信託財産の構成 (2023年９月11日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド受益証券 3,442,440 98.8 

コール・ローン等、その他 40,226 1.2 

投資信託財産総額 3,482,666 100.0 
 
（注） 評価額の単位未満は切捨てです。なお、「コール・ローン等、その他」については投資信託財産総額から他の資産を差し引いた額を記載しています。 

 

  

親投資信託残高 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2023年９月11日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 3,482,666,801   

 
中小型株・アクティブ・オープン・ 
マザーファンド受益証券(評価額) 

3,442,440,702   

 未収入金 40,226,099   

(B) 負債 67,432,745   

 未払解約金 40,226,099   

 未払信託報酬 26,855,655   

 その他未払費用 350,991   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 3,415,234,056   

 元本 1,957,383,497   

 次期繰越損益金 1,457,850,559   

(D) 受益権総口数 1,957,383,497口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 17,448円 
 
＜注記事項＞ 

期首元本額 1,998,322,489円 

期中追加設定元本額 305,171,544円 

期中一部解約元本額 346,110,536円 

 

当期末における未払信託報酬（消費税相当額を含む）の内訳は以下の通りです。 

未払受託者報酬 1,755,277円 

未払委託者報酬 25,100,378円 

 

○損益の状況 (2022年９月13日～2023年９月11日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 有価証券売買損益 430,822,404   

 売買益 472,379,111   

 売買損 △   41,556,707   

(B) 信託報酬等 △   52,768,858   

(C) 当期損益金(Ａ＋Ｂ) 378,053,546   

(D) 前期繰越損益金 176,010,677   

(E) 追加信託差損益金 903,786,336   

 (配当等相当額) (  1,377,747,323)  

 (売買損益相当額) (△  473,960,987)  

(F) 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ) 1,457,850,559   

(G) 収益分配金 0   

 次期繰越損益金(Ｆ＋Ｇ) 1,457,850,559   

 追加信託差損益金 903,786,336   

 (配当等相当額) (  1,378,587,347)  

 (売買損益相当額) (△  474,801,011)  

 分配準備積立金 1,249,619,380   

 繰越損益金 △  695,555,157   
 
（注） 損益の状況の中で(A)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 

（注） 損益の状況の中で(B)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表

示しています。 

（注） 損益の状況の中で(E)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

（注） 計算期間末における費用控除後の配当等収益（53,325,042円）、費用控除後の有価証

券等損益額（0円）、信託約款に規定する収益調整金（1,378,587,347円）および分配準

備積立金（1,196,294,338円）より分配対象収益は2,628,206,727円（10,000口当たり

13,427円）ですが、当期に分配した金額はありません。 

（注） 当期における信託報酬(消費税相当額を含む)の内訳は以下の通りです。 

 受託者報酬 3,404,461円

 委託者報酬 48,683,628円

 
 

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 0円 
 
 
 

課税上の取扱いについて 
●普通分配金に対して、個人の受益者については、配当所得として20.315％（所得税および復興特別所得税15.315％、ならびに

地方税５％）の税率で課税されます。なお、外国税額控除の適用となった場合、分配時の税金が前記と異なる場合があります。
法人の受益者の場合、前記とは異なります。元本払戻金（特別分配金）は課税されません。 

 
※上記は2023年９月末現在適用されているものです。税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になる場合があります。

詳しくは税務専門家（税務署等）にお問い合わせください。 

 
＜約款変更のお知らせ＞ 

・ 2022年10月14日付で、資金動向、市況動向、経済情勢、投資環境等の変化に対応するために、やむを得ない事情がある場合に

は投資態度にそった運用が行えない場合がある旨の記載を追加するため、信託約款に所要の変更を行っております。 

・ 2022年10月14日付で、報酬等の支弁について、計算期間の最初の６ヵ月終了日が休業日の場合は翌営業日を当該終了日とす

る信託約款の変更を行っております。 



 

 

 

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ラッセル野村中小型インデックス 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額  

期 中 
騰 落 率 

（ 配 当 込 み ） 
（ベンチマーク） 

期 中 
騰 落 率 

 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

20期(2019年９月10日) 18,471 △ 6.9 21,381 △ 8.3 97.9 － 5,699 

21期(2020年９月10日) 23,202 25.6 22,896 7.1 98.7 － 5,709 

22期(2021年９月10日) 31,534 35.9 29,158 27.4 98.3 － 6,585 

23期(2022年９月12日) 22,077 △30.0 28,147 △ 3.5 97.0 － 4,622 

24期(2023年９月11日) 25,411 15.1 33,950 20.6 97.7 － 5,073 
 
（注） 株式先物比率は買建比率－売建比率です。 

（注） ベンチマークは、設定時を10,000として指数化しています。 

（注） ラッセル野村中小型インデックスの知的財産権およびその他一切の権利は野村證券株式会社およびFrank Russell Companyに帰属します。なお、野村證券株式会社およびFrank Russell 

Companyは、当インデックスの正確性、完全性、信頼性、有用性、市場性、商品性および適合性を保証するものではなく、インデックスの利用者およびその関連会社が当インデックスを

用いて行う事業活動・サービスに関し一切責任を負いません(以下同じ)。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 ラッセル野村中小型インデックス 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

（ 配 当 込 み ） 
（ベンチマーク） 

騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 
2022年９月12日 22,077 － 28,147 － 97.0 － 

９月末 20,943 △ 5.1 26,611 △ 5.5 95.7 － 
10月末 21,723 △ 1.6 27,573 △ 2.0 95.5 － 
11月末 22,197 0.5 28,420 1.0 96.0 － 
12月末 20,932 △ 5.2 27,217 △ 3.3 95.8 － 

2023年１月末 21,785 △ 1.3 28,192 0.2 96.2 － 
２月末 21,947 △ 0.6 28,656 1.8 96.9 － 
３月末 22,167 0.4 29,046 3.2 97.4 － 
４月末 22,482 1.8 29,852 6.1 96.6 － 
５月末 22,962 4.0 30,492 8.3 98.4 － 
６月末 24,637 11.6 32,397 15.1 98.0 － 
７月末 25,343 14.8 33,161 17.8 96.0 － 
８月末 25,689 16.4 33,664 19.6 97.0 － 
(期  末)       

2023年９月11日 25,411 15.1 33,950 20.6 97.7 － 
 
（注） 騰落率は期首比です。 

（注） 株式先物比率は買建比率－売建比率です。 

（注） ベンチマークは、設定時を10,000として指数化しています。    

 

ＧＩＭ中小型株・アクティブ・ 
オープン・マザーファンド 

 

第  24  期 
運用報告書 

 

（決算日：2023年９月11日） 
（計算期間：2022年９月13日～2023年９月11日） 

 
法令・諸規則に基づき、当マザーファンドの第24期の運用状況をご報告申し上げます。 
 

●当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商 品 分 類 親投資信託 

運 用 方 針 
マザーファンドを通じて日本の中小型株式へ投資を行うことにより、信託財産の中長期的な成長をはか
ることを目的として、積極的な運用を行います。 

主 要 運 用 対 象 日本の中小型株式を主要投資対象とします。 

主 な 組 入 制 限 株式への投資には制限を設けません。外貨建資産への投資は純資産総額の30％以下とします。 
 
（注） 当報告書における比率は、表示桁未満四捨五入です。 

（注） 「ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」は「中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」または「マザーファンド」ということがあります。 



 

１ 中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド 

投資環境 
◎日本株式市場 

日本株式市場は前期末比で上昇しました。 
◆期首から2022年12月末にかけては、ウクライナ情勢などによる地政学的リスクの高まりがある中で、米国の物価上

昇や金融引き締めの動向、日本銀行による12月の政策修正などのマクロ環境に左右される相場展開となり、ボッ
クス圏で推移しました。 

◆2023年１月以降は、米国の物価動向や金融引き締めの動向に対する警戒感、米国の銀行破綻などによる調整局
面などもありましたが、東京証券取引所が資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応を要請したことや
海外投資家の日本株の買い越しなどもあり前期末比では上昇して期末を迎えました。 

※上記市場の動向は、TOPIX（東証株価指数）を使用しています。 

 

運用経過の説明 
◎基準価額等の推移 

基準価額の騰落率は+15.1％となりました。 
 

  
（注） ベンチマークはグラフの始点の日の値が基準価額と同一となるように指数化しています。 

 

◎基準価額の主な変動要因 
中長期的に独自の成長力を持つと判断して投資を行った企業の株価が上昇したことが基準価額の上昇要因となり

ました。 
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◎ポートフォリオについて 
独自の成長戦略を持ち、市場で成長性が十分に認知されていないと思われる銘柄の発掘に注力しました。着目

点としては、構造的な成長が期待できるITサービス、テクノロジー、新興国の成長などの分野に注目し、投資を行い
ました。 

 

◎ベンチマークとの差異 
ベンチマークの騰落率は+20.6％となり、ファンドの騰落率はベンチマークの騰落率を下回りました。 
△主なプラス要因 

半導体後工程装置であるダイサやグラインダを扱う「ディスコ」、シャッター国内最大手の「三和ホールディング
ス」、焼肉やラーメンなどの外食チェーンを運営する「物語コーポレーション」などの株価が上昇したこと。 

▼主なマイナス要因 
FA（ファクトリーオートメーション）・金型部品の専門商社である「ミスミグループ」、美容室専用ヘアケア商材メー
カー大手の「ミルボン」、福利厚生サービスの国内大手である「ベネフィットワン」などの株価が低迷したこと。 

 

今後の見通しと運用方針 
◎今後の見通し 
◆日本株は海外投資家の買いに主導される形で急ピッチで上昇したため、短期的な調整リスクは否定できないもの

の、より長期的には、日本企業の資本効率性の改善やコーポレートガバナンス改革の進展、継続的な賃上げの可
能性を織り込む形での上昇余地があると考えています。アベノミクス相場の初動と比較すると、海外投資家の買い
越し幅は限定的であり、買い余地は残されていると言えます。 

◆銘柄選択の観点からは、コロナ禍がもたらした経済や社会における構造変化から恩恵を受ける企業や、これまで
マイナス影響を受けて低迷していた業績の回復が期待できる企業の見極めが必要であり、企業業績の構造的な
変化と、循環的な回復の双方に目配りすることが重要だと考えます。 
 

◎今後の運用方針 
日本の中小型株式を主要投資対象とし、信託財産の中長期的な成長をはかることを目的として、アクティブ（積極

的）な運用を行います。 
 

  



 

３ 中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド 

○１万口当たりの費用明細 (2022年９月13日～2023年９月11日) 

項 目 
当 期 

金 額 比 率 

  円 ％ 

（a） 売 買 委 託 手 数 料 6  0.026  

 （ 株  式 ） (6)  (0.026)  

（b） そ の 他 費 用 1   0.003   

 （ そ の 他 ） (1)  (0.003)  

 合 計 7   0.029   

期中の平均基準価額は、22,733円です。 
 
（注） 項目の概要については、前記当ファンドに投資している投資信託の運用報告書「1万口当たりの費用明細」をご参照ください。 

（注） 各項目は簡便法により算出し、円未満は四捨五入です。 

（注） 比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 

 

○売買及び取引の状況 (2022年９月13日～2023年９月11日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円 千株 千円 
上場 440 1,355,241 540 1,458,756 
 ( 96) (       －)

 
（注） 金額は受渡し代金です。なお、単位未満は切捨てです。 

（注） 下段に( )がある場合は株式分割、権利行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

○株式売買比率 (2022年９月13日～2023年９月11日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 2,813,997千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 4,510,877千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.62   
 
（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 
 
  

株式 
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○利害関係人との取引状況等 (2022年９月13日～2023年９月11日) 

 

該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 (2022年９月13日～2023年９月11日) 

 

該当事項はございません。 

 

  



 

５ 中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド 

○組入資産の明細 (2023年９月11日現在) 

 
下記は、中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド全体（1,996,423千口）の内容です。 

 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（5.5％）    

コムシスホールディングス 16.3 － － 

ライト工業 92 56.1 112,087 

九電工 － 18.5 85,266 

日揮ホールディングス 36.7 36.7 74,445 

食料品（2.0％）    

ライフドリンク カンパニー － 25 98,375 

化学（20.0％）    

大阪ソーダ － 13.9 93,130 

日本酸素ホールディングス 49.7 49.7 177,081 

三井化学 33.5 32.4 125,355 

ＪＳＲ 20.3 － － 

アイカ工業 28.8 28.8 99,129 

扶桑化学工業 17.3 － － 

トリケミカル研究所 19.2 19.2 55,334 

関西ペイント 26 26 59,748 

ミルボン 17.8 14.6 67,189 

Ｉ－ｎｅ － 8.4 25,410 

メック 44.5 41 158,465 

タカラバイオ 11.7 － － 

エフピコ 20.6 18.3 49,162 

ニフコ 20.8 18.7 79,662 

医薬品（2.6％）    

キッセイ薬品工業 － 25.5 85,680 

ヘリオス 20.2 43.6 11,161 

サワイグループホールディングス － 7 30,296 

ガラス・土石製品（1.4％）    

東海カーボン 38.4 24.3 28,115 

フジミインコーポレーテッド － 12.4 40,176 

鉄鋼（1.0％）    

大和工業 17 7 50,526 

金属製品（3.1％）    

ＳＵＭＣＯ 37 － － 

三和ホールディングス 69.9 68.5 155,426  

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

リンナイ 5.9 － － 

機械（5.0％）    

三浦工業 27 27 84,834 

ディスコ 3.1 3.3 89,809 

ヒラノテクシード 10.5 10.5 22,890 

ローツェ － 4.3 48,461 

ハーモニック・ドライブ・システムズ 3.2 － － 

電気機器（3.8％）    

テラプローブ － 12.2 53,314 

アンリツ 33.3 － － 

イリソ電子工業 5.4 － － 

カシオ計算機 36.7 24.1 29,908 

太陽誘電 25.2 25.2 106,570 

輸送用機器（2.2％）    

スズキ 9.6 9.6 56,448 

シマノ － 2.5 52,987 

精密機器（4.8％）    

島津製作所 7.9 18.4 75,495 

トプコン 31.5 31.5 52,825 

朝日インテック 29.1 29.1 87,503 

セイコーグループ － 7.8 20,568 

その他製品（1.2％）    

ヨネックス － 17.4 24,499 

リンテック 13.9 13.9 33,978 

陸運業（1.8％）    

九州旅客鉄道 28.8 28.8 90,979 

情報・通信業（13.3％）    

ＳＨＩＦＴ 1 0.5 13,890 

ＧＭＯペイメントゲートウェイ 1.3 1.3 11,469 

ラクス 39 26.5 60,300 

ビジョナル 7.8 2.9 21,199 

野村総合研究所 － 22.6 93,880 

メドレー 17.3 8.8 47,344 

大塚商会 11.7 15.8 101,736  

国内株式 
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銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

ネットワンシステムズ 24.6 24.6 67,256 

ＧＭＯインターネットグループ 17.3 － － 

ＫＡＤＯＫＡＷＡ － 16 51,776 

スクウェア・エニックス・ホールディングス 15.5 15.5 82,429 

カプコン 24.3 18.2 110,419 

卸売業（5.9％）    

円谷フィールズホールディングス － 8.1 17,633 

マクニカホールディングス － 8 54,400 

アズワン 8.4 8.4 48,552 

ＰＡＬＴＡＣ － 18.1 87,947 

ミスミグループ本社 40.5 34 83,181 

小売業（8.9％）    

物語コーポレーション 10.9 13 60,190 

コスモス薬品 5.4 5.4 90,423 

パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス 40.5 40.5 123,484 

日本瓦斯 45.4 30.9 71,209 

丸井グループ 38.8 38.8 97,640 

アインホールディングス 9 － － 

証券、商品先物取引業（0.2％）    

ウェルスナビ 16.2 10.5 12,862 

保険業（2.8％）    

ＳＯＭＰＯホールディングス 8.9 － － 

Ｔ＆Ｄホールディングス 26.9 55.5 137,695 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

その他金融業（4.4％）    

三菱ＨＣキャピタル 144.5 139.1 140,491 

日本取引所グループ 31 31 80,522 

不動産業（1.2％）    

スター・マイカ・ホールディングス 45.6 91.2 57,820 

サービス業（8.9％）    

日本Ｍ＆Ａセンターホールディングス 24.6 － － 

ベネフィット・ワン 36.2 12.2 14,280 

インフォマート 32.5 78.7 37,697 

リソー教育 125.8 125.8 30,821 

サイバーエージェント 9.6 － － 

ジャパンマテリアル － 42.1 104,450 

アトラエ 25.4 16.4 18,204 

ＬＩＴＡＬＩＣＯ 21.8 12.9 28,767 

東祥 59.7 45.7 56,485 

ＴＲＥホールディングス 35.4 － － 

大栄環境 － 16.7 36,355 

セコム － 7.6 77,444 

ダイセキ 5.1 8.5 35,572 

合 計 
株 数 ・ 金 額 1,916 1,913 4,958,128 

銘柄数＜比率＞ 69 74 ＜97.7％＞ 
 
（注） 銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率です。 

（注） 評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率です。 

（注） 評価額の単位未満は切り捨てです。なお、株数が表示単位未満の場合は小数で記載

しております。 

（注） 株数に－印がある場合は組入れなしを表します。 

 

 

○投資信託財産の構成 (2023年９月11日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株式 4,958,128 96.9 

コール・ローン等、その他 161,043 3.1 

投資信託財産総額 5,119,171 100.0 
 
（注） 評価額の単位未満は切捨てです。なお、「コール・ローン等、その他」については投資信託財産総額から他の資産を差し引いた額を記載しています。 

 

  



 

７ 中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2023年９月11日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 5,119,171,775   

 コール・ローン等 159,364,457   

 株式(評価額) 4,958,128,950   

 未収配当金 1,678,368   

(B) 負債 45,968,053   

 未払解約金 45,968,053   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 5,073,203,722   

 元本 1,996,423,497   

 次期繰越損益金 3,076,780,225   

(D) 受益権総口数 1,996,423,497口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 25,411円 
 
＜注記事項＞ 

期首元本額 2,093,941,540円

期中追加設定元本額 288,836,103円

期中一部解約元本額 386,354,146円

 

元本の内訳 

ＪＰＭ中小型株・アクティブ・オープン 1,354,704,932円

ＪＰＭ日本中小型株ファンド 641,718,565円

○損益の状況 (2022年９月13日～2023年９月11日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 92,220,422   

 受取配当金 92,225,974   

 その他収益金 986   

 支払利息 △        6,538   

(B) 有価証券売買損益 579,903,729   

 売買益 922,689,338   

 売買損 △  342,785,609   

(C) その他費用等 △      150,100   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 671,974,051   

(E) 前期繰越損益金 2,528,760,229   

(F) 追加信託差損益金 378,442,109   

(G) 解約差損益金 △  502,396,164   

(H) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 3,076,780,225   

 次期繰越損益金(Ｈ) 3,076,780,225   
 
（注） 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 

（注） 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定

をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

（注） 損益の状況の中で(G)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を

差し引いた差額分をいいます。 

 

 

 

 
＜約款変更のお知らせ＞ 

・ 2022年10月14日付で、資金動向、市況動向、経済情勢、投資環境等の変化に対応するために、やむを得ない事情がある場合に

は投資態度にそった運用が行えない場合がある旨の記載を追加するため、信託約款に所要の変更を行っております。 

 

 


